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地方分権化が始まって七年が経った。権威主義体制崩壊前後には、アチェやパプアなどで分離独立運動 盛り上がり、全国的に政治的不安定はたかまった。東チモール独立に象徴されるように、インドネシ もユーゴスラビア同様、 していくのではないかとの声も聞かれた。しかし、現状は違う。アチェにおいて独立派が和平に合意して地方首長直接選挙に候補者を擁立 たことに見られるよう 、インドネシア らの独立を求める声は影を潜め、インドネシア各地の政治は物理的紛争が激化す 状況ではない。失敗国家・破綻国家からはほど遠い状況である。なぜか
　中央レベルの政治でいうなら、権威主義
体制崩壊後、予想以上に民主化のソフトランディングがうまく ったからであ 。軍の撤退は漸次的に進み、スハルト大統領を次いだハビビのもとで、スハルト時代のゴルカル幹部、ギナンジャル・カルタサスミタやアクバル・タ ジュンなどが中心となって政権運営を行って保守中道の民主化へと道筋をつけ、その後もほぼ総与党体制














での自治体数 変化を示しており、ジャワ島以外の地域で自治体数が急増しているが分かる。これは、基本的 は地方エリート主体の「住民」要求に基づく動きである。独立運動の起きたパプアやアチェでも主流はこうした細分化地域主義 ある。パプアでは中央政府による独立運動阻止という狙いもあってイリアン・ジャヤ州がパプアと西パプアに分割され、州内に次々と新県・市が設置された。数多くの部族からなるプアでは、一部族が多数派とな 新自治体の設置に反対が起きるはずもなく、独立運動は弱体化した。 方、アチェ州では、立派の選挙政治参加後、貧しいアチェ中南部から新州設置要求運動が起き おり、ア
チェとしてのまとまりが失われつつある。
　自治体新設要求があまりに多いことから
内務省は三二号法で条件を厳しくした。母体自治体の首長・議会の同意、中央政府の承認、住民の強い支持が必要な点は変わらないが、新州には三県 市ではなく五県・市から、新県・市なら 郡ではなく五郡からなることとなった。しかし、今 も国会には一〇〇を超える 新設要求があがっており、当分の間、細分化のスパイラルは続く。こうした細分化のスパイラルは、財政的にはともかく、マクロな政治的安定を実現するには良い。自治体が小規模化すれば地方エリートの中央政府に対する力も弱体化していくからである。民主分権化時代の地方エリートたちは 独立運動を頂点とする反政府的姿勢を取 よりも地方レベルの公職、公共事業を獲得す ことに血眼になってい 。●地方首長公選
　二二号法に代わる三二号法では、地方議
員に対する政治不信の高まりの中で、地方議会が地方首長を選出する仕組みをやめて、政党推薦を義務づけた 首長公選制を導入した。そして、二〇〇五年六月にクタイ県を皮切りに二〇〇八年四月末日までに合計三六二の自治体で首長公選が行われた。多くの地方首長選では、有権者への金のばらまき、不適切な有権者登録 ライバル候補の中傷合戦、官僚の政治化・政治的動員、









州 県・市 州 県・市 州 県・市
スマトラ島 8 73 10 140 12 144
ジャワ島 5 108 6 116 6 116
バリ、ヌサ・トゥンガラ、東チモール 4 42 3 38 3 38
カリマンタン島 4 30 4 55 5 55
スラウェシ島 4 40 6 69 7 76
マルク、イリアン・ジャヤ 2 18 4 46 8 49




は勝てる保証はない。選挙資金がなければ政党支部は集票マシーンとして機能しないし、一政党の有力幹部数名が別々の党推薦を得て立候補して が機能不全に陥ることもあるからである。 ずれにしても、今のところ選挙で勝利するのは、急進的左翼でも右翼でもなく、一宗教や一民族至上主義を唱える 治家でもない。 教育 ・保健医療分野重視の姿勢を打ち出して、グッド・ガバナンス 実現を主張 、できるかぎり多くの有権者に「受ける」姿勢を鮮明に打ち出す中道系の候補たちであり、政党は新たに台頭してきた世論調査機関が行う候補者達の人気調査に基づいて候補者を選択するようになっている。● 「普通」 化する福祉正義党
　首長公選と政党の関係を考える上で重要
であり、イスラーム急進派の台頭を思わせるのが福祉正義党の躍進であ 。一九九八年に首都圏の有力大学で布教活動をしていた若手イスラーム活動家たちが福祉正義党の前身、正義党を結成した。民主化後初一九九九年総選挙 は一 ・四％の得票率だったが、二〇〇四年総選挙では七 ・三％の得票率を獲得した。ジャカルタ特別州では二〇％を超える得票率で第一党になった。その理由は、イスラーム的倫理に基づく清廉潔白な政治をアピールし グッド・ガバナンスの実現を主張したことが特に 市部で人気を呼んだからである。同党は
二〇〇七年三月までに行われた一二〇の首長選で候補者を推薦して七七の首長選で勝った。二 〇七年八月までに同党がほぼ単独で候補者を立てた九自治体の首長選のうち、四自治体（デポック市、ベンクルー州など）で勝利を収めた。州知事選に限ると、ベンクルー州、バンカ・ビリトゥン島嶼部州、リアウ島嶼部州、北マルク州に加え、今年四月にはゴルカル党の拠点である西ジャワ州、北スマトラ州でも勝利を収めた。
　同党の首長選での高い勝率は、支持勢力





能性を残しつつ、間引き的に首長、地方公務員・議員を汚職容疑で取り調べることでゆるやかな統制をしながら、地方では細分化の地域主義、そして中道・均衡の政治が展開する状況は今後も続くのであろうか。細分化はいずれ打ち止めになるであろう。一方、中道・均衡の政治 支えて るのは、イデオロギーでもアイデンティティでもなく、極めて現実的な利権であるという地方エリート間の合意であ 。今でも 東ビリトゥン県知事だったバスキのように こうしたエリートへの批判を武器に首長選を勝ち抜いたものもいる。今年の四月に三二号法が改正されて政党推薦 ない候補者が地方首長選に参加できるようになったことから、こうした反エリート支配を訴えるポピュリスト達が現れて新たな政治が各地に広がる可能性はある。
（おかもと 　まさあき／京都大学東南アジア研究所准教授）
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